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6,433,222,868 1,874,801,986

現 金 ・ 預 金 4,779,486,502 買 掛 金 340,608,605

商 品 1,276,965 未払金及び未払費用 90,563,371

売 掛 金 1,365,865,244 前 受 金 5,500,000

未 成 業 務 支 出 金 230,567,956 預 り 金 1,109,520,750

そ の 他 流 動 資 産 64,188,392 未 払 消 費 税 71,169,400

貸 倒 引 当 金 ▲ 8,162,191 未 払 法 人 税 等 120,719,100

賞 与 引 当 金 136,720,760

55,602,165

491,041,609 リ ー ス 債 務 47,890,415

（有形固定資産） 121,314,231 長 期 前 受 収 益 7,711,750

建 物 付 属 設 備 30,435,391

機 器 装 置 80,849,197 1,930,404,151

その他有形固定資産 10,029,643

株主資本 4,993,860,326

（無形固定資産） 187,173,226 資 本 金 80,000,000

電 話 加 入 権 1,105,256

ソ フ トウ ェ ア 資産 179,653,280

ソフトウェア仮勘定 6,414,690 利 益 剰 余 金 4,913,860,326

利 益 準 備 金 20,000,000

（投資その他の資産） 182,554,152 その他利益剰余金 4,893,860,326

投 資 有 価 証 券 700,000 　　　別途積立金 1,000,000,000

保 証 金 62,908,375 　　　繰越利益剰余金 3,893,860,326

敷 金 8,649,000
リ ー ス 債 権
およびリース投資資産 43,330,290

繰 延 税 金 資 産 66,966,487

4,993,860,326

6,924,264,477 6,924,264,477

負 債 合 計
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第４２期　決算公告

貸　借　対　照　表
（令和8年3月31日現在）

資   産   の   部 負   債   の   部



個別注記表

【重要な会計方針】

１． 有価証券の評価基準及び評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

(2)その他の有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

(3)満期保有目的の債券 満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）により行なっております。

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、未成業務支出金 個別法による原価法を採用しております。

３． 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 定率法（ただし建物は定額法）を採用しております。

なお、平成１９年３月３１日以前に取得した資産について
は旧定率法、平成１９年４月１日から平成２４年３月３１
日までに取得した資産については２５０％定率法、平成２
４年４月１日以降に取得した資産については２００％定率
法を採用しております。

(2)無形固定資産 定額法を採用しております。

(3)リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定す
る方法によっております。

４． 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率を勘案して、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込
み額を計上します。

(2)賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準
により計上しております。

５． その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており
ます。

　所有権移転外ファイナンス･リース
　取引に係るリース資産


